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   By applying the criteria which were mentioned in Report 1, the author evaluated the 

tuberculosis control on prefectural level during the period from 1962 to 1968 and the result 

obtained were as follows. 

   1. Certain prefectures fell under the various criteria, though the number of prefectures 

was different by the sort of criterion and year. 

   2. The same prefectures tended to fall under the same category of criteria during this 

period. 

   3. The problems which were pointed out by these criteria were fairly confirmed by other 

informations. 

   4. No problems were pointed out in 8 prefectures out of 46 according to these criteria 

during 7 years period. 

   Applying these criteria, it is possible to evaluate tuberculosis control program on regional 

level. 

   The improvement of the program is expected by making the proper evaluations, including 

the use of these criteria, as well as other informations.

著者は さきに本研究 の第1報bに おいて,結 核まん延

状況を推定す る死亡率,罹 患率,有 病率等の疫学的指標

の組合せか ら行政区画別地域の結核対策の評 価のための

基準を作製す る ことを試みた。

ここでは最近 の都道府県別結核統計資料 をこの評価基

準にあてはめ,各 地域 の結核対策の評価を行な うととも

に,こ れ らの設定 された評価基準の妥当性 につい て検討

を行なつたので ここにその概要を報告す る。 なお,指 定

都市についても再掲 で同基準にあてはめ評価 した。

研 究 方 法

第1報 で述 べた結核対策 の評価基準を地域 に応用す る

とともに,そ の評価 を行な うことを 圏的 として,都 道府

県別の結核に関す る疫学的デ ータを 分 析 した。すなわ

ち,都 道府県 別結核死亡率,罹 患率,有 病率 等か ら,第

1報 で述ぺた方法に より結核対策評価のための諸指標を

計算 し,こ れ らの値 を高,中,低 の3群 に分類 した。 こ

れ を前述 した評価基準 に適合 させ,各 都道府県の結核対

策を評価 した。 さ らにそ の他の諸統計,調 査研 究等 を参

* From the School of Medicine, Keio University , Shinjuku-ku, Tokyo 160 Japan.
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Table　 L Pr¢fごctures　 Fitted　 to　 Various　 Critαia　 for　 Eva1纏ati◎ 轟of　 T秘beκulo8is

　 　 　 　 　 　 　 　 Contr◎l　 during　 1962～68

①Delay　 in　 early　 det磁cti◎n

　 a.LOw　 c◎vαage◎f　 mass　 casひfi轟diロg

　 　 program

　 b.PQor　 quality　 of　 mass　 caseイinding

　 　 progmm

⑨Bi爲s　 in　n◎tifingぬ ◎n縛r塞f¢cti◎us　 cas¢s

　 嚢nt◎　infecti◎ 毫盈s　cases　 裁t　the　 time　 of

　 reg叢strat三 〇n

⑨Bi欝in　 noti伽 鑓u賄 ¢c⑥$sary　 c識ses

　 mto　 r¢9糞str3t糞on
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⑥Duratlon　 of　 activity　 is　 longer　 tha負

　 the　 average

⑦Duration　 of　 registrati◎ 織after　 i轟ac・

　 tivation　 is　lo勲ger　 than　 the　 average

⑤Duration　 of　 registrati◎ft　 after　 inac-　
tivation　 is　shorter　 thaR　 the　 average

⑨Result　 of　 treatment　 is　i◎su伍cient

⑩Result　 of　 treatment　 f◎r　 i織fecti◎us

　 cases　 is　 insuf五cient
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Notes

　 Nαof　 prefecture:1H◎kkaido　 2　A◎m◎ri　 31wate　 4Miyagi　 5Akit識 　 6Y縦magaね 　 7　Fukushlma

　 　 81baraki　 9　T◎chigi　 10　 Gunma　 ll　 Saitama　 12　 Chiba　 13　 T◎ky◎ 　 14　 K議 舶g蕊w3　 15　 Niigata　 16

　 　 Toyama　 171shikawa　 18　 Fukui　 19　 Yamanashi　 20　 Nagan◎ 　 21　 Gif繍 　 22　 Shizuoka　 23　 Aichi　 24

　 　 Mie　 25　 Shiga　 26　 Ky◎t◎ 　 270saka　 28　 Hyogo　 29　 Nara　 30　 Wakaya搬a　 31　 Tot沁ri　 32　 Shi蹴ane

　 　 330kayama　 34　 Hir◎shima　 35　 Yamaguchi　 36　 Tokushima　 37　 Kagawa　 38　 Ehi鵬e　 39　 Kochi　 40

　 　 Fukuoka　 41　 Saga　 42　 Nagasaki　 43　 Kumamoto　 440ita　 45　 Miyazaki　 46　 Kag◎shir矯a

　 Nα 　of　 large　 city:51　 Y◎k◎ha田a　 city　 52　 Nagoya　 city　 53　 Ky◎t◎city　 540saka　 ci重y　 55　 Kobe　 city

　 　 56Kitakyushu　 city

照 し,こ れ ら評価基準の妥 当性について もで ぎる限 り検

討 を加えた。

　資料 としては,昭 和37年 か ら43年 まで7年 間の人 口

動態統計2),保 健所運営 報告3し 結核登録者に関 す る 定

期報告4)等 を利用 したe

　　　　　　　　　研　究　成　績

　 第1報 に示 した評価基準に従つて昭和37年 か ら43年

までの7年 間の都道府県別統計数値 をあてはめ,結 核対

策の評価 を試みた。

　 年次 別にみた各評価基準に該当す る都道府県(指 定都

市 を含む。以下同様)は 表1に 示す とお りであ る。

　基準 ①一a

　 これには38年 か ら43年 まで連続6年 間東京都が該 当

してい る。 また38年 か ら40年 にかけては千葉,埼 玉,

横浜 といつた東京近郊 の県市が該 当している。

　基準 ①一b

　 これには高知,福 岡の両県が38年 か ら42年 まで5年

間該 当 してい る"ま た山 口県が38,39,41,43年 の4

回該 当 してい る。

　37年 には基準 ⊃-a,bと も該 当県市がみ られ ていな

い¢

　基 準 ②

　東 京都が38,39年 お よび41～43年 の5年 間,新 潟県

が40～43年 の4年 間 この基準に該当 してい る,,また39,

40年 には千葉,神 奈川,埼 玉 といつた東京近郊 の 県に

この基準が適合する。

　基準 ③

　 これには福島県が37年 ・か ら42年 まで連 続6年 間,山

形県が37年 か ら39年,41,42年 と5年 間,ま た 香川

県が38,40,42,43年 の4年 間該 当 している。 そのほ

かには佐賀 石川・福井 の各県 が1～2回 該当 してい るe
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また大都市の特例 でこの基準に骸当す るのは大阪府の逮

続7年 間,大 阪市の連続6年 聞 があ る¢

　 基 準 ゆ

　 これには窟山県が38年 か ら401tま で と42年 の4回

該 当す る。そのほかには広島,山 形,徳 島の各県が1回

該当 している。37,41,43年 は 触当県がみ られていな

いΦ

　 基準 ⑤

　 これ に該当す るのは秋田県(37-43年 〉,高 知県(37

～42年),岡 山県(39～43年),奈 良 県(37～40,43年)

があ る。 またそのほかに12都 府県iifが1～2回 融当 して

い る⇔

　 基準 ⑥

　 これ に該当す るのは三重県(38～41年),茨 城県(41

～43年),熊 本県(40,42,43年)で あ るeま た秋 田,

徳島,栃 木の3県 が1回 該当 してい る"

　 基準 ⑦

　 7年 間で この基準に1回 でも該当す るのは20県 市 と

多いが,新 潟県の7回 を は じ め,山 形,島 根両県の5

回,宮 城,福 井両県の4回 等が 目立つている。東 日本に

該 当す る県が多い傾 向があ る。

　 基準 ⑥

　 これは基準⑦ と正反対の基準であ る が,7年 間で1回

でも該 当するのは19府 県市で同様に 多 く,奈 良県,大

分県,神 戸市の連続7回 を は じめ,名 古屋市(6回),

山梨県,静 岡県,兵 庫県(各4回)等 が 圏立つている。

西 日本に該当す る県市が多い傾 向があ る。

　 基準 ⑨

　 これ に該 当す るのは栃木県(37,38,40,42年),鳥

取県(37～40年)で ある。 また3府 県2市 が各1回 該 当

している。41年,43年 は該当県がない。

　 基準 ⑩

　佐賀県が39年 か ら連続5年 間該 当している。 また香

川県,大 分県,京 都市が1回 該 当して い る。37,38年

には該 当県がない◎

　次に年次別,都 道府県別に該当する評価基準を示す と

表2の よ うになる◎該 当す る基準が1～2つ の ところが

大部分であるが,3つ 以上該 当すると ころが若干み られ

ている。 これ らの10基 準が7年 間1回 も該 当しなかつ

たのは,北 海道,青 森,岩 手,畏 野,愛 知 愛 媛・畏崎,

鹿児島の8道 県であ る.ま た該当する基準のあつた とこ

ろで も1～2回 で明確なその地 区の聞題 点が見出せなか

つたのは,群 罵,埼 玉,石 川,岐 臨 滋 賀・ 京都,和 歌

山,広 島,宮 崎の 各府県お よび横浜 京都の 各 市 で あ

る。

考 察

　 わが国の結核対策は行政的には結核 欝防法に基づいて

行 なわれてお り,制 度的には健康診断,予 防接種,患 者

管理,結 核医療を根幹 と して全囲一律の規模において一

貫 した対策を行な うよう体系づけ られている暢 しか し,

対策の普及 しやすい地域 とそ うでない地域 の閥にその実

施率にかな りの格菱 がみ られ ている ことも事実 である。

　 この基準で判定 され た各年 の結核 紺策 の評価 は各都遵

府県に よりかな り一定 の傾 向がみ られ ているeこ の こと

は これ らの基準 に基づ いて騨価 され た結果 に安定性があ

り,過 去の統計 を数年 さかのぼつ てみ てあ る墓4段に適合

すれぽ,そ の問題点の存在す る可能性が高い 二とを示す

もの と思われ る⇔

　 基準 ① に該当 した都県の新登録患者に対す る保健所

運営報告か ら求めた定期 健康 診断 発見患 者の割 合勢 を表

3に 示 すe東 京都の定期健康 診断で発見 された患者数は

昭和43年 で1,306人 と同年 の新登録患 者数 の7・5%に

す ぎないeこ れ は全 国平均値 の18・　0%を 大き く下回つ

てお り,都 道府県別にみ ても最低値 であ る徳島県40%,

大阪府7.3%に 次 ぐ低率 であ る"他 の年次 につ いても同

様の傾 向であ る。 これは健康診断の普及が十分 でない こ

とをその成果の面か ら表わ してい る.福 岡県は定期健康

診断の受診率は東京都ほ ど低 くはないが,新 登録患者に

対す る定期健康診断で発見 された患者の割 合は平均をは

るかに下回つてお り,東 京都 と同様な傾向が 指 摘 きれ

る。

　高知県は基準 εと⑤の両方に該当 してい る。 基準㊤と

⑤はその内容に類似 点が多 く,感 染 性憲者に対す る結核

死亡者の割合が0ま たは+に 該 当す る場 合は判別困難 で

あ る。 高知県は新登録患 者に対す る定 期健康 診断発 見患

者数の割合は高 く,基 準⑤に該 当す る可能性が高いが,

健康 診断の質的 内容について も検討 してい く必 要があろ

Table　 3. Rate◎f　 Patients　 Detected　 by　 Mass　 Case-finding　 Pr◎gram　 t◎Newly　 Registered

　 Cases　 by　 Prefecture　 Fitted　 to　 Criterion　 No.1during　 1962～68 (%)

No.　 of　 prefecture 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968

　 　 　 13

　 　 　 35

　 　 　 39

　 　 　 40

Whole　 country

11.9

31.2

61.　 0

17.4

24.　 3

9,7

24,　5

26.8

16.9

22.9

5.8

25.　3

41.3

13.9

19.6

6.1

29.9

32.2

12.3

19.6

10.4

18.1

36.5

11.3

18.5

7。1

20.0

22。3

10.0

17.3

7.5

1γ 。3

21.9

11.4

18.0
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Table　 4.　 Rate　 of　 Childr●n　 O　to　 9　Year80f　 Ago　 am◎ng　 N◎wly　 Reg・i醗 瓠 ¢d　Cas¢s

　 　 　 　 　 　 by　 Pref¢cture　 Fitted　 to　 Criterion　 Nσ3du掌ir糞 ぽ1963～68

No,　 of　p掌総f¢ct鰭掌¢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1965

　 　 　 　 　6

　 　 　 　 　7

　 　 　 　 27

　 　 　 　 37

54　(seco轟dary　 恥ention)

　 Whole　 c◎u煎ry

17、3

16、4

9,2

10,9

9.5

10.6

い964

捻:1

,1:l

l9:1

19、5

17.8

10,　 6

9.6

9.8

10,　 8

19⑤6

18,8

20.2

11,3

10,6

10,6

12.0

　 　 　 　　 　 (%)

1%7⊃=
.1%こ

ll:1　 据:l

ll:1　 }9:1

霧:1　 ,1:1

Table　 5. Average　 Duration　 of　 Infectivity　 by　 Prefecture　 Fitted　 t◎

　 　 Criteria　 No.4and　 5　during　 1962～68

Fit　 t◎criteria

Fit　 t◎criteria⑤

　 　 　 No.　 of

　　 騰_i1962

4・　　　1　　16　　　　　　3.3
　 　 　

　 　 15i3.1

　 　 　 　 29　 、　　 2.9

　　　　 33i43
　 　 　 　 　 　 　ミ
　 　 　 　 39　 　　　 3.4

乳融 陥
4。8

3.2

4,4

3.5

5.3

4.4

5,0

3.9

5,0

4.9

4.7

5.6

4。1

1966

4.6

5.0

5.1

5.9

4.3

1967

5.2

5,4

5.0

5.6

4.1

(Year)

1968

5.1

5.5

4.4

5.9

5.0

Whole　 c◎untry 3・3…3・ ・8}4・ ・ 4・3　 {　 4・5
　 　 　 ミ
4。7　 　　 　 4.7

う。山 口県は昭和43年 のみ基準①⑤ 両方に該 当 してい

るが,38,39,41年 については ① のみ に該当 してお り,

発見の遅れも疑 える◎ 昭和43年 結核 実態 調査6)に よれ

ば,過 去1年 以 内に集団検診を受け た要医療 者の結核 自

覚率は25・1%と きわめて低 く,健 康 診断の質的向上の

必要が指摘 され る◎ したがつて健康診断受診率が低 くな

くとも,基 準①に該当す る地 区は健康診断の 内容につい

て質的検討が必要 となる。

　 基準② に該 当する場合は,基 準① との関係を考慮する

必要があ ろう。す なわ ち発見の遅れがあつて も以後の治

療が よい場合は基準② にあては まる場合があ るので これ

を判別す る必要がある◎東京都が これに該当す る。 新潟

県は結核 まん延状 況は低 く,健 康診断の受診率 も高いの

で発見の遅れについては否定で きるであろ う。

　 基準③に該当す る府県市の年次別新登録患 者中に占め

る0～9歳 の者の割合`)を 表4に 示す。山形,福 島両県

は この割合が高 く,昭 和43年 でそれぞれ19.2%,19.1

%を 占めてお り,同 年 の全 国平均12.1%を 大 き く上回

つている◎両県の結核 まん延 の程度は全国平均以下であ

り,若 年層の結核患者が全国平均をは るかに上回る こと

は考えに くく,こ の中に相当数 の登録不要者が含 まれ て

いると思われ る。昭和43年 結核実態調査6)に よれ ば,0

～4歳,5～9歳 の結核患者の人 口対率はそれぞれ0.0%,

0・1%と 同年末の同年齢の結核 登録患者の人 口対率0.2

%,O・ 　3%を 大 き く下回つてお り,全 結核患者の0、6%

を占めてい るにす ぎない。 第1報 その1;)で 述ぺた よう

に3歳 未満の ツベル クリソ反応 自然陽転者は胸部エ ック

ス線像に病変が認め られな くとも,患 者と して登録 され

ることがあるの で,実 態調査の結果をただちにあてはめ

るわけ には いか ないが,全 国的にみても0～9歳 の登録

患 者中に登録 不要者が相 当含 まれ ていることが想像 され

る。 香川県,大 阪府,大 阪市では,新 登録患者中に占め

る0～9歳 の比率は全国平均 並またはそれ以下であ り,

そ の他の原因 も考え られ,新 登録患 者全般についてその

病状を再検討 してみる必 要があ ろ%

　 昭和43年 結核実態調査に よれ ば,活 動性全結核 と登

録 されている ものの65。0%の みが活動性全結核 と判定

されてお り、治癒 または 無所見 と判定 された ものも20・4

%を 占めている◎登録票 に 記載 されている活動性分類

と実態調査の判定の一致 率は,感 染性では55・0%と さ

らに低下 している。一・方,活 動性非感染性肺結核 として

登録 され ている中に8・9%感 染性が含 まれ ている。 これ

らの ことは登録 上の分類 と実際の病状がかな りずれてい

る場合のある ことを示 してお り,と くに基準 ∫,⑤,⑥ に

該当 した県 では,登 録票に実際の病状が正 しく記載 され

てあるか 注意す る必要があろ うゆ

　表5に 基準 ④,⑤ に該 当する県の年次別にみた感染性

に と どまつ てい る平均期間を示す。基準④に該当 してい

る富 山県は,感 染性に とどまつている平均期間は全国平

均 よ り長 く,最 初に感染性 と判定す るときに問題がある

のではないか と考え られ るガ ー方,基 準⑤に該当 してい

る県の中で,岡 山県は感染性に とどまつ てい る平均期間

が長 く,非 感染性への移行時期 に問題があ るのではない

か と思われ る◎ 秋 田県に もこの傾 向がみ られ てい る。
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　 No.　 of

prefecture

8

24

43

Whole

country

Table　 6.　 Rate◎f　 Defaultαs鋪d　 Cases　 Activity　 Uncαtai轟am◎ 轟g　 A¢tiv¢ 　P縫1mo轟ary

　 　 　 　 Tubαculosis　 by　 Prefecture　 Fitted　 to　Criterion　 Nα6dロri織91962～68

Categery

Defaulter

Activity　 unCertain

Defaulter

Activity　 uncertain

(%)

1
　 　 1962
　 -　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　一

11:1

Defaulter

Activity　 uncertain

Defaulter

Activity　 unc¢rtain

13,1

18,　 O

25.1

19,4

14、5

14,0

1963

13,4

5、9

26.　 3

8.9

24,9

10,　 6

15,2

10,4

ff・・T

14.3

3,9

27.7

5.9

18,2

10.4

15.7

7、6

1%5い 螂 　 1%7

15,9　 　 　　13,3　 　 　　13、4

2.4　 　　　　　7.1　 　　　　　3,2

　 　 　 　 _　__　 __一___∫ 　_______ぱ_酬

29,1

3、3

22,7

委6
.1

15.7

6.3

劉 麗
25、2

6.6

22。5

5.0

15,4　 　　　　14.5

5,2　 　 　 　 4.6

1968

11,0

2.9

30.1

0.O

21.5

2.5

13.9

4.2

Table　 7.　 Rat¢ ◎f　Defa犠ltαs　 among　 Active　 Pulr轟 ◎磁ry　 T鱗bαcu1◎sis　 by

Ne.　 of　 prefecture

◎
り

{1

1

　

り
0

4

Table　 8.

Prefecture　 Fitted　 to　 Criteria　 No,9and　 10　 during　 1962～68

1962

18.　0

24,7

1■3

1963

24.4

20.4

11.4

1964

20.　 9

26.1

10.3

(%)

　 1965　 iユ 鰯

コ 獄o;Wth"1'91'2'一 一"'"一'

25.3125.8

10・2」

-10・1

ユ967 1968

17。　6

26.8

8.9

18.7

26.2

8.4

Rate◎f　 Hospitalized　 Cases　 among　 Infectious　 Pulmonary　 Tuberculosis　 by

Prefecture　 Fitted　 to　 Criteria　 No.9and　 10　 during　 1962～68 (%)

No.　 of　 prefecture

マ　

i　 ig621　 1963

　　 　 9

　　 　 31

　　 　 41

W◎hle　 country

57.5

58,9

55.4

51。1

55,4

57.3

60.6

50.6

L挫%5
56.0

55.7

62,2

50.2

1966 1967 1968

55.o　 　i　 5rO　 　 　　48.3

55.1　 　}　 55,9　 　 　　51.9

62.1　 　　　　　63,7　 　　　　　58.9

49・2i49・2　 4&2
　 　 　 …

46.2

52.　5

54,　7

46,9

　 基準⑥に該当 している県の医療放置率と病状不明率を

表6に 示す。島田 らは この基準に該当 してい る茨城県の

登録上 の医療放置患者について,昭 和42年 度管理検診

を実 施 した ところ,登 録 の必要あ ると認め られた ものは

49%の みであつた と指摘 しているη◎ これは活動性 とし

て登録 してい る期間が長す ぎることを裏付け てい るもの

と思われ る。三重県の医療放置率は全国平均を大 き く上

回つ ているが,病 状不明者の割合は極端に低 い◎ これは

治療終 了の把握が悪いか,活 動性の定義を誤 まつ てい る

ため に治療終了者を活動性 と して登録 していることや,

病状不 明と して処理すぺ きものを活動性非 感染性 と して

分類 してい ることが疑われ る。熊本県 も病状 不明率は全

国平均 に近いが,医 療放 置率は高 く,こ の傾向があ るよ

うに思われ る。 昭和43年 の都道府県別医療放 置率 と病

状不明率の相関を図に示す¢医療放置率に比 較 し,病 状

不明の割合が著 し く少ない地域は この ことが疑 える。 と

くに病状不 明率が1%以 下 と異常に低 くなる ことは,通

常の登録管理を実施 している場合考えに くい。

　保健所運営報告に よれ ば,昭 和43年 の登録抹 消件数

347,704件 の うち治癒 によるものは218,　420件 で62・　8%

を占めているe43年 に不活動性に とどまる期間 が 長い

と指摘 され た8県 の うち,登 録抹 消件数の中で治癒の占

Fig.　 Correlati◎ 轟between　 Rate　 of　Cases　 Activity

　 Uncertain　 a缶o轟g　 Total　 Registered　 Cases

　 　 a貸dRate◎f　 Defaulters　 among　 Active

　 　 　 　 　 Pulr道 ◎nary　 Tubαculosis　 by

　 　 　 　 　 　 　 Prefecture　 i織　1968
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める割合が多いのは宮城県68.4%,群 馬県67・0%,新

潟県66.O%,石 川県6↓0%で あ り、逆に島根県60・0

%,福 井県59.9%,徳 島県57.8%,高 知県57・8%は 平

均を下回つてい る¢前者の場合は不活動性 にとどまる期

間が長い原因の一つに治癒 に よる登録抹 消が多い ことも

考えられ る癖後者については治癒 と判定す るまでの期間

が全国平均 と比較 し長す ぎることが 疑われ る。島 田らは

昭和42年 度の茨城県の結核回復者につい て 管理検診を

実施 した結果v),登 録 の必要あ りと認め られ た ものは27

%で あつたと報 告 してお り,こ の評 価基準 で 不活鋤性

となつた後の登 録期間が長い と指摘 され た結果(昭 和40

～42年)と 一致 してい るe一 方不活動性 として登録され

る期間が短いと指摘 された府県市の中で,奈 良県(69・9

%〉,大 分県(63・6%).名 古屋市(63.4%)は 治癒 で登

録を抹 消され る率が全 国平均を上回 り,登 録削除 の期 間

が全国平均 と比較 し短す ぎることが疑われ る¢一 方神 戸

市は治癒で削除され るものの割合が37.8%と 極端 に低

く,そ のために不活動性にと どまる期間が短 くなつたと

も考え られ るeな お 大阪 府(59.2%),北 九州市(56.3

%)は 平均をやや下回る程 度であ る◎不活動性後の登録

期間が長い,あ るいは短い ことそれだけでは登録管理 の

良否を判定す る材料にはな らないと考え られる。 しか し

不必要に長い登録はいたず らに登録件数の増加を来たす

のみで効率的な管理は行なわれが た く,逆 にあ まり早 く

登録削除をす ることは必要な対 象を管理か らはず して し

まうおそれがでて くると思われ,症 例 ごとの適切な管理

期間 も考慮 しなけれぽな らないであ ろ う,こ の期聞が長

い県が一般 に東 日本の結核 まん延程 度の低い ところにみ

られ,一 方短 い県が西 日本のまん延程度 の高い ところに

みられる傾 向がある ことは興味深い。

基準⑨に該当 している栃 木,鳥 取 両県の肺結核患老の

医療放置率4)は 表7の ように全 国平均を上 回つ てお り,

治療成績が十分にあがつていないおそれのあ る 二とを示

す¢ しか し基準⑩に該当 している佐賀県の医療放置率は

全国平均以下であ るcま た,こ の3県 の感染性患者の入

院率`}は,表8に 示 す ようにいずれ も全国平均を上回つ

ている。第1報 て述べたよ うに治療 の成果を決定する要

因にはいろいろな ことが考 えられ,問 題点の確定には さ

らに詳細な検討が行なわれね ばならない"こ の場 合と く

に登録上の感染性患 者の定義や活動性 として登録す る期

間(基 準④,⑤,⑥ との関採)等 に よるものではないか に

ついても考慮をは らう必要があ ろ う。

これ らの評価基準に1回 も該 当 しなかつた8県 につ い

て,昭 和39年 か ら43年 までの都道 府県別死亡率,罹 患

率,感 染性罹患率,有 病率,感 染 性有病率の評価値を年

次別 に合計 し,さ らに各年を合計 した総和を 指 標 と し
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て,結 核 まん延状況 をみた⑬ 全闇的にみ て長野県は最 も

低いまん延地区 であ 甑 北梅遭,背 森、岩 手,愛 知,愛

援 の各県は 中等度,長 崎、鹿児島の各県は高度 塞ん蟻地

区に属 してい る尊畏野県は纈調に結核対 策が進め られて

いると思 われ るが,そ の他の各県、 とくにまん延度の高

い2県 は さらに細かい 窃鰍を行ない,結 核対策 全般につ

いての反 省と構検鮒が必要 と考え られ る難

結 諭

第1綴 で述べ たよ うな桔核 まん延状況を示す疫学的指

標の総合的分析に基づ いて鍛定 され た結核瑚策の評魎篭

準に よつて,昭 和37年 か ら43年 まで7年 間に ついて,

行政区画別地域(都 道府県)の 結核対策を評価 し鵡

これ らの評価 基準は 次の理 由に より,行 政区画別地域

の結核対策を評価す るため に十分使用する ことがで きる

と思われ る¢

1.設 定 され た各評 価基準に該当す る都道 府県の数に

はかな りの差が認め られ たが,各 基準 ともほとん ど苺年

該当す る都道 府県がみ られた癖

2.評 価基準別にみ て,該 当す る都道尉県には一一定の

傾向が認め られ た◎

3・ 該当 した都道 府県につ いて,そ の他の諸統 計,調

査研究等を検討 した結果,こ れ らの評衝基準の正当盤 を

相当程度裏付ける ことがてきた轟

4.こ れ らの基準に7年 間 で1回 も該当 しなかつたの

は8道 県であつたe

今後,こ の評価基準を利用す る ことに よつて.地 域剰

に簡単に従来の結核対策の評価 を行 な うことが可能であ

り,あ わせて他の諸統計を利用す る ことに よつて,適 切

な評価に基づいた新 しい結核対 策の進展が可能になる も

の と思われ るの

稿 を終わ るにあ た り,ご 指 導,ご 校閲 を賜わつた恩緬

外山敏夫教授 に深甚な る謝意を表す るとともに,終 始直

接の ご指導,ご 鞭機を賜わつた結 桟予防会結咳肝 突事島

尾忠 男副所長に衷心 よll感 謝いた しーますゆ
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